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�
北海道における水田土地資本額の推計と冷害�

�
�

田　村　源　治・近　藤　　　巧�

�
An estimation of land capital stock of rice fields and the analysis of cold 

weather damage on rice production in Hokkaido�
�
� Genji TAMURA and Takumi KONDO�

�

Summary�
�
　　The purpose of this paper is to measure the land capital stock of the paddy field and analyze its effects on 
the rice yield in Hokkaido after 1963. The total amount of land capital stock of paddy fields in Hokkaido 
became the highest in 1993, 1.6 times that of 1963. After that, the amount of land capital has decreased, and it 
is 1.5 times as much as in 2001 compared to the level of 1963. The land capital stock per unit of land has 
increased as much as 1.8 times as that of 1963. We compared the rice yield in years of cold weather damage 
with normal years to investigate the effects of land capital stock. It has become clear that land capital stock 
has a positive effect on rice yield in recent years.
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１．　はじめに�

　1951年から2009年までに北海道に投資された農

業農村整備事業費は，名目で総額９兆円に達する．

このうち国費は約６兆円である．この間，北海道

の農業農村整備事業費の全国シェアは概ね15～20

％で推移し，戦後急速に発展した北海道農業の基

礎的投資を担ってきた．�

　北海道の農業は，1960年を100とすると2005年

には農業総合が220，畜産総合が747に伸びた（註１）．

1960年以降，全国の総合生産指数は1985年にピー

クに達し，それ以降は低下し続けているのに対し，

北海道のそれは一貫して増加した．2005年の全国

の農業総合指数は1970年を下回る水準である．�

　これまでの農業農村整備事業投資がこうした北

海道農業の発展にどのように寄与してきたのかを

検証する必要があるように思われる．�

　北海道農業は，水田地帯，畑作地帯，酪農地帯

とそれぞれ地域的に異なる発展を遂げてきた．そ

のどれもが興味ある課題を抱えているが，本稿で

は稲作に限定し，水田の土地資本額と稲作単収と

の関係を明らかにする．�

　すなわち，本論文では，北海道の水田への土地

改良投資の到達点を明らかにするために水田の土

地資本額を推計することを第１の目的とする．第

２に水田の土地資本額と稲作の単収との関係に限

定，水田の圃場整備の投資効果を明らかにする．�

　歴史を振り返れば，北海道稲作の最大の課題は

冷害の克服といっても過言ではない．かつて北海

道は３年に１度は不作，ないしは，およそ４年に

１度の割合で冷害に見舞われると言われてきた．わ

が国最北にあって，北海道の農業関係者は寒冷地

という厳しい気象条件のなかで頻発する冷害を克服

することに全力を傾注してきた。1948年から2008

年にかけて約18回の冷害に見舞われている（註２）．

61年間に18回であるから，実に3.4年に１回は冷

害である．それにもかかわら，これまで，圃場整

備と冷害との関係を分析した研究は少なかったと

考えられる．全国的に，土地改良投資の効果とし

て圃場整備の増収効果，機械化に対応した労働節

約効果が強調されてきたように思われる．�

　本稿では，農地の整備水準の違いが冷害年での

稲作単収に及ぼす影響を明らかにする．かつて，�



表１　基盤整備調査の概要

全 国
調査名

1963年 1968年 1975年 1983年 1993年 2001年
「土地改良総合計
画調査」

「土地改良総合計画
補足調査」

「土地利用基盤整
備基本調査」

「第2次土地利用基
盤整備基本調査」

「第3次土地利用基
盤整備基本調査」

「第4次土地利用基
盤整備基本調査」

調

査

概

要

Ⅰ　土地利用目標 Ⅰ　土地利用目標 Ⅰ　区画形状 Ⅰ　団地規模別区分 Ⅰ　農地の傾斜区分 Ⅰ　農地の傾斜区分

Ⅱ　水田機械化適正分級�Ⅱ　水田機械化適正分級� （水田のみ） Ⅱ　区画形状（水田，畑）�Ⅱ　区画形状（水田，畑）�Ⅱ　区画形状（水田，畑）�

Ⅲ　畑分級調査 Ⅲ　水田圃場整備事業 Ⅱ　農道 Ⅲ　農道 Ⅲ　農道 Ⅲ　農道

　１　地目移動 Ⅳ　畑分級調査 Ⅲ　用排水 Ⅳ　用水（水田， Ⅳ　用水（水田，畑） Ⅳ　用水（水田，畑）�

　２　傾斜団地の大きさ Ⅴ　畑圃場整備事業 畑地かんがい Ⅳ　排水 Ⅳ　排水 Ⅳ　排水

　３　作目（将来，現況）�Ⅵ　単独畑圃場整備事業 　１　4時間排除 　１　4時間排除 　１　4時間排除

　４　道路（現況畑のみ）�　　（団体営）（その他）� 　　　　(地下水位) 　　　　(地下水位) 　　　　(地下水位)

　５　事業種別集計 Ⅶ　農地(草地)造成事業 　２　日排除（地下水位) 　２　日排除（地下水位) 　２　日排除（地下水位)

　　　（畑かん，畑排水）� 　　　　(地下水位) 　　　　(地下水位) 　　　　(地下水位)

　　　（開田） 　３　排水不良 　３　排水不良 　３　排水不良

北
海
道
の

資
料
名

�

『土地改良長期計画�
調査報告』�
（北海道開発局・北海道）�

『土地改良総合計画補
足調査集計表』�
（北海道開発局）�

『土地利用基盤整備
基本調査』
（北海道開発局，CD版）

『第2次土地利用基
盤整備基本調査結果』
（北海道開発局，CD版）

『第3次土地利用基
盤整備基本調査結果』
（北海道開発局，CD版）

『第4次土地利用基
盤整備基本調査結果』
（北海道開発局，CD版）

（出所）各調査報告書より筆者作成．�

北海道大学農経論叢　第65号�

北海道開発局はじめとする関係諸機関が1983年の

冷害時に調査を実施し，整備水準の違いが水稲単

収にどのように影響しているかを比較している（北

海道開発局[９]）．この調査では，神谷が指摘し

た「Ｚ効果」を検証している（註３）．そこでの分析は

一部の市町村に限定されていることから，土地資

本との関係で再度検証してみたい．�

　以下，第２節では既存研究について整理する．

第３節，４節では水田の土地資本額を推計し，水

田の土地資本額と稲作の冷害について分析する．

第５節は結論である．�

�

２.　既存研究�

  荏開津[１]は，土地資本を「土地に投下され土

地と合体した再生産可能な有形固定資産」と定義

し，土地資本推計の理論的枠組みを構築している．

土地資本と農業生産，特に稲作生産との関係は中

嶋[８]によって分析されている．中嶋は，稲作生

産の技術変化に関して土地資本の果たした役割を

分析している．分析の対象期間を圃場整備事業が

開始された1963年以降とし，この間の機械化，省

力化及び労働生産性の上昇を土地資本との関連で

計測し，土地改良事業の経済効果を明らかにした．

荏開津・茂野[２]のＢＣ関数，Ｍ関数の中に説明

変数として土地資本変数を導入している．稲作生

産の資本・労働比率の上昇を土地資本の増加，要

素相対価格の変化，労働節約的技術進歩，農機具

資本投資の調整過程の４つの要因に分け，その寄

与率を計算している．その結果，稲作の「中型機

械化一貫体系成立期において，労働－機械の代替

過程に及ぼす技術進歩の役割が強調されるが，そ

のかなりの部分を土地改良が担ってきた」として

いる．ただし，東北から九州までの８農区の分析

であり北海道については触れられていない．�

　木南[４]は，土地資本が農業生産を増進させる

要因であるとし，茨城県，栃木県，群馬県，埼玉

県，千葉県の５県における土地資本額と生産農業

所得額の関係を分析した．土地資本額は生産農業

所得に有意な影響を与えていることを明らかにし

た．土地改良投資のマクロ的な投資効率を推計し

た結果，田で2.29～4.8％，畑は8.0～20.3％とし，

土地改良投資が農業部門に対して十分な経済効果

をもつとしている．�

　国光[５]は，水田の基盤整備投資が稲作生産に

与える影響を稲作収量の増大や営農労力の節減を

通じた生産物価格変化によって生じる消費者余剰，

生産者余剰および労働資源の再配分効果を計測し

た．�

�

３.　方法およびデータ�

　∏　土地資本額の推計�

　本稿での土地資本額の推計は，中嶋[８]の手法

を踏襲する．土地資本額推計のためには，整備水

準に応じた農地面積が必要である．そこで水田の

整備水準について各ベンチマーク年の整備水準に

関する調査区分とその内容について整理する．�

　農林水産省は，土地改良長期計画を策定するた

めに過去６回にわたり農地の整備水準を調査して�
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c
m
以
浅

（
註
）

1
9
6
3
年
は
『
土
地
改
良
長
期
計
画
調
査
報
告
』（
北
海
道
開
発
局
），

1
9
6
8
年
は
『
土
地
改
良
総
合
計
画
補
足
調
査
集
計
表
』（
北
海
道
開
発
局
），

1
9
7
5
年
は
『
土
地
利
用
基
盤
整
備
基
本
調
査
』（
北
海
道
開
発
局
），

1
9
8
3
年
は
『
第
２
次
土
地

　
　
利
用
基
盤
整
備
基
本
調
査
結
果
』（
北
海
道
開
発
局
），

1
9
9
3
年
は
『
第

3
次
土
地
利
用
基
盤
整
備
基
本
調
査
結
果
』（
北
海
道
開
発
局
），

2
0
0
1
年
は
『
第

4
次
土
地
利
用
基
盤
整
備
基
本
調
査
結
』（
北
海
道
開
発
局
）
の
調
査
区
分
に
し
た
が
う
。�
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いる．調査年と調査概要は，表１，２のとおりで

ある．いずれも農地を水田，畑，樹園地，牧草地

に区分し，農地の形状と農地に付帯する農道，用

排水等の施設整備状況を全国の市町村別に悉皆調

査した．�

　各ベンチマーク年で調査された整備水準は，残

念ながら統一した様式で整理されていない．概観

するに，1963年，1968年，1975年が，そして1983

年，1993年，2001年がほぼ同じ様式で整理されて

いる．�

　本稿では，これらの調査年次をベンチマーク年

とし，水田の土地資本額を推計する．推計には農

地の整備水準のデータが必要であるが，残念なが

らわれわれは1963，1968年についてはこれを入手

できなかった．これらの年に入手し得たのは，整

備水準を向上させるために必要な土地改良事業別

の面積であり整備水準ではない．すなわち，あく

まで農地の属性をもとに算定された調査結果に過

ぎない．そこで，本稿では以下のとおり土地改良

事業ごとに単価を算定した．�

�

　　①　1963年調査�

　「1963年調査」は，土地改良長期計画の作成に

必要な基礎データの収集を目的とし，1963年及び

1964年に実施した．調査の内容は大別すると以下

の３つである．�

　水田の機械化を図る観点からの「水田機械化適

正分級調査」，畑の自然的条件，圃場条件，将来の

作目見込を調査した「畑分級調査」，そして今後

新たに実施する必要のある農用地開発事業等を調

査したものである．本稿の土地資本額の推計に関

係するのは，「水田機械化適正分級調査」である．

主要な分級基準は，区画規模，道路の条件，基幹

用排水条件等であるが，区画規模では，区画整理

済みとして「20a以上」，「10～20a」，「10a未満」，

「区画整理未済」に分けている．基幹的用排水条

件の区分では「完備のもの」，「機械化に軽い制約

を与えているもの」（圃場整備を切り離して行っ

ても支障にならない），「機械化に強い制約を与え

ているもの」（基幹用排水条件が機械化に対して

強く，圃場整備を単独で行うことが不可能なもの）

に区分している．地下水位は，「70㎝より低いも

の」，「40～70㎝」，「40㎝り高いもの」に分けてい

る．�

　本稿では，上記の区分を圃場整備事業との関連

で整理した『土地改良長期計画調査報告（土地利

用目標，水田分級，畑分級結果）』（北海道開発局，

北海道，1964年12月）を使用する．この資料では，

表２に示すように，水田機械化適正分級は，「区

画整理を要するもの」，「農道の新設改修を要する

もの」，「区画整理済みのもの」，「農道整備済みの

もの」，「畑地転換見込のもの」，「潰廃見込みのも

の」に区分されている．�

　ここで，「区画整理を要するもの」（全水田面

積の約77％，以下同様）は，調査要領で，将来の

機械化作業体系を考慮した場合，区画形状及び用

排水機能，農道が不備で新たに区画整理または再

区画整理を必要とするものとしている．すなわち，

区画は当時の標準的な区画である10ａ未満の区画，

農道と用水，排水はいずれも整備未済として分類

される．�

　「農道の新設改修を要するもの」（12.7％）につ

いては，２つの必要理由があり注意を要する．１

つ目は，「区画整理済み」であり，区画整理は必

要ないが，将来の機械化作業体系を見込んで農道

の改修あるいは新設を要するものである．２つ目

は「区画整理未済」の地区で，現況の耕地が土地

利用上もしくは工費が多額になる等の理由から区

画整理をする必要はないが農道の整備を要するも

のである．この調査要領にしたがえば両者に農地

の質的な差があるが，両者を区分することは困難

である．そのため，両者ともに，「区画整理済み」

として扱い，区画は「20ａ区画」，「農道不備」，「用

水・排水は整備済み」とした．「区画整理済み」（1.5

％）は，区画は整備済みで「20ａ以上の区画」，「農

道整備済み」，「用水・排水整備済み」として分類

した．�

　「農道整備済み」（0.0％）は，区画整理は行わ

ないが農道が必要なもの，すなわち区画は「10ａ

区画」，「農道が不備」，「用水・排水は整備済み」

として分類した．�

　「畑地転換見込み」，「潰廃見込みＡ」，「潰廃見

込みＢ」は一括した．潰廃見込みのＡとＢは，Ａ

が10年以内に潰廃が見込まれるもの，Ｂは10年以

上に潰廃が見込まれるものである．これらは，「区

画未整備」，「農道未整備」，「用・排水未整備」と�
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した．�

�

　　②　1968年調査�

　「1968年調査」も土地改良長期計画の改訂の基

礎資料を得るため1968年８月１日の全耕地に加え，

農用地造成事業量の把握のため1985年までに耕地

化されると推定される土地を対象に行われた．

　水田の土地資本額の推計に関係するのは，「1963

年調査」の体系を踏襲した水田機械化適正分級調

査である．�

　主要な分級の基準は，区画規模では，区画整理

済みとして「30ａ以上」から「10ａ未満」及び「区

画整理未済」まで５区分に分けている．基幹的用

排水条件の区分では，「用排水完備」，「用水完備・

排水不備」，「用水不完備・排水完備」，「用排水不

完備」に区分している．地下水位は，「100㎝より

低いもの」から「40㎝より高いもの」まで４区分

しいる．�

　本稿では，これらの区分を圃場整備事業との関

連で整理した『土地改良総合計画補足調査集計表』

（北海道開発局，1969年９月）を利用する．�

　この資料では、水田機械化適正分級は，次のよ

うに区分されている．�

　必要とする水田圃場整備事業は、「圃場整備（区

画整理中心）を要するもの」，「農道の新設改修を

要するもの」，「単独圃場整備を要するもの」，「農

道の新設改修と単独圃場整備を要する」，「区画整

理済みで圃場整備を要しないもの」，「その他」に

区分している．�

　「圃場整備を要するもの」（全水田面積の約68％、

以下同様），「農道の新設改修を要するもの」（0.7

％）そして「区画整理済み」（13％）は，「1963年

調査」の区分と同じである．「単独圃場整備を要

するもの」（６％）は，圃場整備は必要ないが水

田の機械化作業体系を考慮した場合，用排水の整

備が必要となるもの，すなわち区画は「20ａ以上」，

「用排水不備（かんぱい事業等が必要）」，「農道

完備」である．「農道の新設改修と単独圃場整備

を要する」（1.4％）は，「農道不備」である．「そ

の他」(2.5％）は，土地利用あるいは工費が多額

になる等の理由から区画整理及びその他の単独圃

場整備をする必要のないとされたものである．�

�

　　③　1975年以降から2001年調査まで�

　調査年次ごとに，区画形状，農道，用水，排水，

地下水位の条件別に水田を区分した．「1963年調

査」から「2001年調査」までの土地の属性を表２

にまとめた．区画の区分では1963年調査では最大

20ａ以上の区画が，1983年調査では3.0ha以上の

区画の大きさが上限となっていて，圃場整備等の

進展による区画の大型化が進んでいる様子が分か

る。また，1983年調査以降の調査では、転作対応

の整備水準として排水整備で表流水排除の基準と

地下水位の基準がより加えられた．�

　具体的な土地資本の推計方法は以下のとおりで

ある．�

　各ベンチマーク年について，表２に示した整備

水準ごとの水田面積を市町村別に入手できるので、

これに表３の再建設事業単価を乗じて各町村の水

田の土地資本額とした．水田の土地資本額の推計

に用いる再建設費の事業単価，ならびに土地の属

性に対する事業単価の割り当ては表３に示すとお

りである．市町村毎に求めた土地資本額を合計し

て北海道全体の水田の土地資本額とした．�

�

　　π　土地資本額が稲作単収に及ぼす影響�

　次に水田の単位面積当たりの土地資本と稲作単

収との関係を明らかにする方法について述べる．�

　冷害年においても土地資本が収量に及ぼす影響

を明らかにできるように，ベンチマーク年ごとに

以下の回帰式を推計する．�

　y＝α0＋α1・D＋α2・y57＋α3・k＋α4・D・y57＋α5・D・k＋ε ∏�

yはベンチマーク年における平年と冷害年の単収，

Dは冷害年に１をとるダミー変数，y57は1957年

の単収，kは単位面積当たりの土地資本額，εは

誤差項である．�

　y57を説明変数として加える理由は，稲作地帯

の適地度合いを示していると考えられるからであ

る．1957年時点では、土地改良事業の大きな進展

は見られず，気象条件，土壌条件によって収量が

左右される余地が大きいと考えられる．こうした，

稲作の適地度を示すものとしてy57を導入するので

ある．ちなみに表４に示すように1957年の稲作の

作況指数は113であり冷害年ではない．本格的な

土地改良投資が実施されるスタート地点の単収が�
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高い市町村ほど後のベンチマーク年においても単

収は高いと考えられる．すなわち，この単収の高

さは，土地改良の投資効果というよりも自然条件，

立地条件に恵まれていることに帰因すると考える

ことにする．こうした，地域的差違をコントロー

ルしても，なお，土地資本の効果が見られるか否

かを明らかにするためにy57を導入するのでる．�

　ところで、冷害年には∏式のダミー変数Dは１

をとることから，∏式は，�

　y＝α0＋α1＋（α2＋α4）・y57＋（α3＋α5）・k＋ε　　　　 π
�

�

となる。したがって，α4が有意にプラスであるな

らば，稲作の適地ほど冷害年の単収の落ち込みは

小さいことを示している．一方，α5が有意にプラ

スであるならば，冷害年における単収の落ち込み

を土地改良投資が緩和していることを示す．すな

わち，α4は道内の市町村を分析単位とする地域固

有の冷害緩和効果，α5は土地改良投資を通じた人

為的冷害緩和効果に他ならない．土地改良の一環

である排水改良、冷害に備えた深水灌漑，稲の開

花期の花水など適時の灌漑用水確保は収量の向上

に寄与するであろう．�

　ただし，これら人為的な土地改良投資は，いか

なる冷害に対しても万全な抵抗力を有するわけで

はない。その被害の度合いは，積算気温条件，日

照時間などをはじめとする幾多もの自然条件に依

存している．α5が有意であるならば，土地改良投

資の結果であるkの増加を通じて，冷害をいくら

か緩和することが可能である．この効果がＺ効果

に他ならない．Ｚ効果とは神谷によって提示され

た仮説で以下のとおりである（註４）．�

　①農地の整備水準の高い市町村は，平年時には

高い単収に集まるとともに，冷害時おいても大き

な落ち込みはない．�

　②農地の整備水準の低い市町村は，整備水準の

高い市町村に比べ，平年時での収量格差は比較的

少ないが，冷害時には大きく落ち込む．�

　もし，平年時の収量が kに依存しないならば，

α5はゼロと有意差をもたないことになる．作況指

数が平年並みであれば，優等地も劣等地もそれな

りの単収を確保することができるため kの効果を識

別できない可能性が高い．さらに，冷害年と平年

との単収格差は，稲の品種改良による耐冷性の向�
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３
　
事
業
単
価
と
調
査
区
分
コ
ー
ド
の
対
応

区
　
分

土
地
の
属
性

土
地
改
良
事
業

事
業
単
価

千
円

/
h

a
1
9
6
3
年

1
9
6
8
年

1
9
7
5
年

1
9
8
3
年

1
9
9
3
年

2
0
0
1
年

面
的
整
備

一
次
開
発

一
次
開
発

5
,6

8
5

A
1
-A

7
B

1
-B

6
C

1
-C

5
D

1
-D

7
E

1
-E

8
F

1
-F

8

水
田
区
画

 2
0
a
以
上

2
0
a
区
画
以
上

9
,8

0
0

A
2
-A

3
B

2
-B

5
C

1
-C

2
D

1
-D

4
E

1
-E

6
F

1
-F

6

 2
0
a
未
満

1
0
ａ
区
画
以
上

8
,7

4
8

A
4

C
3

D
5

E
7

F
7

不
整
形

未
整
備

5
,6

0
8

A
1
,A

5
-A

7
B

1
,B

6
C

4
-C

5
D

6
-D

7
E

8
F

8

線
的
整
備

一
次
開
発

一
次
開
発

2
,0

0
0

A
1
-A

7
B

1
-B

6
C

6
-C

1
7

G
8
-D

1
9

E
9
-E

2
0

F
9
-F

2
0

農
道

 完
備

農
道
整
備

3
,2

6
8

A
3
-A

4
B

3
,B

5
C

6
,C

8
,C

1
0

D
8
,D

1
0

E
9
-E

1
0

F
9
-F

1
0

 不
備

農
道
整
備

0
A

1
-A

2
B

1
-B

2
，

B
4

C
7
,C

9
,C

1
1

D
9
,D

1
1

E
1
1

F
1
1

用
水

 完
備

用
水
整
備

7
,2

9
0

A
2
-A

4
B

2
,B

5
C

1
2
-C

1
3

D
1
2

E
1
2
-E

1
3

F
1
2
-F

1
3

 不
備

用
水
整
備

0
A

1
B

1
,B

3
-B

4
C

1
4
-C

1
5

D
1
3

E
1
4

F
1
4

排
水

4
時
間
排
除
・
地
下
水
位

7
0
c
m
以
深

排
水
整
備

4
,3

5
0

A
2
-A

4
B

2
C

1
6

D
1
4

E
1
5

F
1
5

上
記
以
外

排
水
整
備

3
,3

9
0

A
1

B
1
,B

3
-B

4
C

1
7

D
1
5
-D

1
9

E
1
6
-E

2
0

F
1
6
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2
0

（
註
１
）
調
査
区
分
コ
ー
ド
は
表
２
を
参
照
．

（
註
２
）
「
土
地
の
属
性
」
は
『
第
３
次
土
地
利
用
基
盤
整
備
基
本
調
査
』（
農
林
水
産
省
）
に
よ
る
．

（
註
３
）
「
事
業
単
価
」
は
『
第
４
次
土
地
改
良
長
期
計
画
』（
農
林
水
産
省
）
に
よ
る
．



表４　分析対象年と作況指数
年 作況指数 冷害型

1957 113

1964（1963） 68（102） 遅延型

1969（1968） 86（122） 併行型

1976（1975） 80（100） 遅延型

1983（1984） 74（114） 遅延型

1993（1994） 40（108） 併行型
2003（2001） 73（100） 併行型

（註１）（　）内は比較対象年，比較対象年における作況
　　　　指数である．
（註２） 作況指数，冷害型は北海道農政事務所調べ．
（註３） 併行型は遅延型と障害型の併行である．

北海道における水田土地資本額の推計と冷害�

上や栽培方法の改善によって影響を受けることか

ら，ダミー変数のパラメータの年時間比較には留

意しなければならない．�

　先に示したように，農地の整備水準に関する調

査が実施された，1963年，1968年，1975年，1983

年，1993年，2001年について∏式を推計する．こ

れらの基盤整備基本調査の対象年が冷害年である

か否かを考慮して比較する年次を表４のとおり選

定した．基準年と比較年では土地資本額さらに，

要素投入量，技術水準を一定にコントロールする

必要があるためできるだけ近接年を選定している．�

　稲作の生育条件は地域間，年次間で決して同じ

ということはありえない．その自然条件に応じて

収量も変動しうる．表４に示したように，基準年

と比較年の作況指数は分析年度ごとに決して同じ

ではないことにも注意を払う必要がある．�

�

４.　分 析 結 果�

　北海道における水田の土地資本額の推移を表５

に示す．北海道における水田の土地資本の総額は，

1963年時点で4兆5,530億円（1990年価格，以下同

様）で，1993年には土地資本額が最高となり総額

7兆1,910億円であった．その後，水田面積の減少

から徐々に減少し，2001年には7兆370億円となっ

ている．1963年から2001年に至る38年間で水田の

土地資本額は1.6倍に増加した．�

　水田面積の減少に関してであるが，1963年で推

計した水田の土地資本額は畑地として生かされて

いることに留意すべきである．例えば，湧別町は

生産調整が開始される以前の1964年に，町内の東

実行組合を中心に水田からの撤退を決議している．

当時300ha余の水田を計画的に畑作化した事例が

ある．同様に，上湧別町でも計画的に水田転換を

図り，今ではすべて畑地となっている．�

　単位面積当たり土地資本額は，北海道平均で

1963年16.8百万円/ha，2001年30.0百万円/haと1.8

倍になった．増加幅が最も大きかったのは1975年

から1983年にかけてで，北海道平均では1.24倍に

増加した．この間で特に顕著な伸びを見せた支庁

は，留萌，渡島，後志，日高で，いずれも1.63倍

から1.40倍まで単位面積当たり土地資本は増加し

た．�

　これは，1963年に圃場整備事業が創設されたの

を受け，北海道でも空知，上川，石狩支庁で先駆

的に事業が展開されたこと，その結果，機械化作

業効率の向上が確認され，これを受け，留萌支庁

をはじめとする後発地域も一斉に事業を展開して

いった結果である．�

　市町村別に単位面積当たり土地資本額の分布を

みると，1963年では単位面積当たりの土地資本額

が10～20百万円/haの当たりに集中的に分布して

いるが，圃場整備事業の展開と共に1968年から徐々

に分散が大きくなり，2001年になると上方に偏奇

した分布になっている．圃場整備事業を中心とす

る水田の基盤整備が全道市町村に広がってきたこ

とをうかがわせる．1963年から2001年までの間に

単位面積当たりの土地資本額を大きく伸ばした第

１位の市町村は室蘭市で，以下，浦河町，月形町，

砂川市，南富良野町，美深町である．これは，水

田のある町村に隈無く事業が展開されたことの証

左ともいえる．�

　1963年で高い土地資本額を示す市町村は，置戸

町，沼田町，歌志内市，上砂川町，大滝村，幌延

町，えりも町などである．沼田町は水田面積

2,742haに対し，すでに圃場整備済み面積が1,006 

haと基盤整備が先行していた町村である．一方，

置戸町以下の各町村はいずれも水田面積が60ha

未満で，農道の整備を求めていた町村である．こ

れらの町村の土地資本額は，先の「農道の新設改

修を要するもの」で説明したように圃場整備済み

として扱っているため高くなったと解釈される．�

　1968年では，多くの市町村が土地資本額が約７

百万円/haに集中している．これら市町村は全部

で26あり，空知支庁管内が歌志内市と上砂川町，

上川支庁管内は中川町，十勝支庁管内は帯広市ほ�
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か５町，網走支庁管内は紋別市ほか５市町村，胆

振支庁管内は室蘭市ほか６市町村，このほか天塩

町，阿寒町，福島町，島牧村となっている．�

　2001年の調査によれば，これらの市町村のうち

洞爺村が140ha，以下，福島町72ha，島牧村58ha，

虻田町28ha，室蘭市12ha，網走市６haに水田が

残っているが，他の20市町村にはもはや水田は残

っていない．いずれの町村も「1968年調査」の水

田圃場整備事業集計では「その他」に区分され，

土地利用あるいは工費が多額になる等の理由から

区画整理及びその他の単独圃場整備をする必要の

ないものとされている．なお，この時期，北海道

では1950年代から1970年代にかけて国営灌漑排水

事業美唄地区（1957～1979年，受益面積19,940ha），

篠津泥炭地開発事業（1951～1971年，受益面積

11,400ha）などの大型事業が最盛期に入り，従来，

地耐力が弱く不等沈下等から整地や均平作業が困

難とされていた泥炭土壌地域にも排水や客土を行

うことで造田が進んだ（註５）．�

　一方，1960年当たりから当時の大蔵省が米余り

を予測し，年を経るごとに米の過剰在庫と食管赤

字が顕在化した．ついに米の生産調整が本格的に

始まる前年の1969年２月には，新規開田の抑制に

ついて農林事務次官通達だ出された．上記の26市

町村はこれらの施策の動きに沿って，1968年以前

に開田に踏み切ったと思われる．これは「駆け込

み開田」と称されている．なお，注目すべきこと

は，これらの市町村にあっても単収が400㎏/10ａ

を超える町村があったことで，米作へ意欲のほか

に営農技術の普及や定着等についても研究が必要

である．�

　面積当たり土地資本額の分布の歪度（skewness）

は，1963年から2001年にかけて，それぞれ-0.54，

0.005，0.77，-0.19，-1.41，-1.41と変化した（註６）．

1968年，1975年，1983年で分布が対称になるが

1993年，2001年には分布が左に歪むようになる．

このことは，農地資本額が高位平準化，ないしは

高水準に収斂してきたことを示している．本稿で

使用しているデータの整備水準の上限が20ａ区画

（20ａ以上の区画を全て含む）であるから，土地

改良投資が進展するにつれこの上限に近づくこと

はある意味で自然である．�

　このように，単位面積当たり土地資本額が上方

に集中していることは，データの限界でもある．

例えば，2009年現在，国営農地再編整備事業が５

地区5,800haが実施されている（註７）．この事業では，

水田圃場区画の大型化や用排水施設の整備を行っ

ているが，その多くの区画は2.3ha区画で，一部

には5.0ha以上の区画も見られる．圃場に付帯す

る農道の幅員もトラクターや作業機の大型化，軽

トラックの普及に伴い４ｍ以上である．用排水施

設に関しては，労力の軽減を図り冷害時の深水灌

漑に対応するため暗渠を利用した地下灌漑施設の

設置も進んでいる．今後，新たに土地資本額を推

計するためには，こうした整備水準を反映する必

要がある．�

　図１は1957年単収と冷害年の単収をプロットし

たものである．この図を基に考察すると，1957年

とベンチマーク年との単収関係では，1957年の単

収が300㎏/10ａ以上の市町村は1993年の冷害を除

き，平年でも冷害年でも単収は高い．1957年の単

収の低いところほど冷害年の単収落ち込みが著し

い．仮に1957年の単収が300㎏/10ａ以上の町村は，

稲作適地とし，それ以下の単収の町村を限界水田

地帯とすると，稲作適地では冷害年であっても単

収の落ち込みは小さいが，限界水田地帯では冷害

時には大きなダメージを受けることを示している．�

　1968年には作況指数が122であるにも関わらず

収量の分布に210～576㎏/10ａの幅広い格差がみ

られる．それに対して，1975，84，94年では作況

が100を超えると曲線の傾きが緩やかになり高位

平準化がみられる．このことは，農地資本の蓄積，

営農技術の進歩等により安定した収量が得られる

ようになったことを示している．�

　次に，図２によって，土地資本と単収の関係に

ついて考察する．わずかながらではあるが，面積

当たり土地資本額と単収との間にはプラスの相関

関係を見いだせる．1968，75，83年は，平年と冷

害年で直線の傾きがほぼ平行であり，Ｚ効果の検

出は困難なように思える．ところが，1993年と

2001年では平常年と冷害年の直線の傾きは異なる．

傾きは，両年とも冷害年の方が大きい．冷害年に

は，土地資本額が高いほど単収が高くなる傾向を

見いだすことができる．�

　1963年では横軸の15百万円/haを中心として10

～20百万円/haに集中しているが，1968年，1975年，�
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1983年と圃場整備等の進行により10～30百万円

/haに広がり，単収の平均は平年で1968年は420

㎏/10ａ水準，1975年は㎏/10ａ水準，1983年では

500㎏/10ａを優に超えた当たりに分布している．

さらに1993年や2001年になると土地資本額は30百

万円/ha近辺に集中し，単収も平年では600㎏/10

ａ近くと高位安定した収量となっている．�

　一方，冷害年では1975年，1983年，1993年，

2001年と回帰線の勾配が急になってきている。す

なわち，冷害年には，土地資本額の高い市町村と�
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図１　1957年と調査対象年の単収�
（資料）単収は『作物統計』（農林水産省）による．�
（註１）横軸はすべて1957年の単収，縦軸は分析対象年の単収を示し，単位は㎏/10ａである．�



図２　単位面積当たり資本ストックと単収
（資料）単収は『作物統計』（農林水産省）による．�
（註１）単収の単位は㎏/10ａ，土地資本額の単位は百万円/haである．�
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低い市町村の単収格差が拡大しＺ効果が認められ

る．�

　表６に回帰式分析の結果を示す．この結果から

以下のことが明らかである．第１にy57のパラメ

ータが全ての調査年でプラスで有意になってい

る．すなわち，圃場整備事業の進捗が見られなか

った1957年時点の単収が高いほど，事業進捗した

それ以降のベンチマーク年でもやはり単収が高

い．このことは，北海道稲作は未だに自然条件を

完全にはコントロールできていないことを示して�
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いる．冷害による稲作生産の不安定性を克服する

ことの重要性は現在でも北海道農業の重要な課題

といえる．�

　第２に，このy57の効果は冷害年において増幅さ

れる傾向にある．1968年をのぞき，y57と冷害年

の交差項はプラスで有意である。α2＋α4のパラメ

ータはプラスで有意であり，冷害年においても地

域固有の条件が単収を左右していることは確実で

ある．

　第３に，これとは対照的にkは有意な年と有意

でない年がある．1968，83，93年では有意であっ

た。ベンチマーク年の1968，83年の平年の作況指

数は，122，114と比較的高くこのことが計測結果

に何らかの影響を与えたのかも知れない．�

　第４に，土地資本額と冷害の交差効果は，1983

年以降有意である．冷害年におけるkの効果，す

なわちＺ効果を確認できる．�

  冷災害に対応した土地改良事業によって災害が

緩和される事例は北海道，東北地域に多く観測さ

れている．農林水産省構造改善局は，1993年の冷

害に対応した生産基盤強化対策検討会（1994年３

月）[10]を設け，北海道、東北の事例から土地改

良による冷害軽減対策等を検討している．�

　これによれば，以下の理由により，圃場整備は

冷害による単収減を回避する上で有効である．第

１の理由は，排水改良効果である．排水の効果と

して，①地中に冷悪水の滞留を排除し水温や地温

を上昇させ，根圏の発達を促し耐冷性を向上させ

ること，②深水灌漑や灌漑期間の延長した場合に

懸念される収穫時の地耐力を早急に改善すること，

である．排水条件は，心土破砕，暗渠，末端排水

路の整備によって改善できる．�

　第２の理由は，深水灌漑と関係している．出穂

10日前を中心とする数日間は水稲が最も低温に弱

い冷害危険期である，この時期，水田水位を15～

20㎝に保つ深水灌漑によって幼穂を保護し，冷気

温による被害を回避することができる．また，こ

の冷害危険期のさらに10日前から行う前歴深水灌

漑も冷害防止効果が大きいことが知られている．

このため圃場整備事業により，昼間止水・夜間灌

漑・昼間浅水等による田面水温の上昇を図るきめ

細かな水管理を可能とする用水施設や畦畔等が整

備されていれば冷害に対する抵抗力を高めること�
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ができる．�

　第３の理由は，用水路，排水路の整備である．

冷害を回避するために頻繁に用水操作や排水操作

が行われる．このため用水路と排水路が分離され

自由な用排水操作が可能な圃場条件をであればや

はり冷害に対して抵抗力を持つ．近年の大区画水

田に対応した管水路灌漑は冷害時には開水路より

も水温が高く保たれ，夜間灌漑を行う場合は冷害

時に有利となる．�

　上記のとおり，1983年以降，kの有意性が認め

られたが，1983年ではマイナスであり詳細な検討

が必要である．そこで，冷害年におけるkの効果

であるα3＋α5の有意性を検定してみた．1983年の

マイナスに変わりはなく，1993，01年では有意で

あった．冷害の深刻さや稲作の条件適地に土地改

良投資がなされるのか，それとも劣等地になされ

るのかによってこの効果も異なることが考えられ

るため，この点に関してはより詳細な検討が必要

である．�

　以上に示されたように，整備水準の高い圃場が

あってはじめて冷害が軽減されるのであるか，こ

のこと自体は決して十分条件ではない．肥培管理

の担い手である農業経営者が気象を観察しながら，

いかにきめ細かな肥培管理作業を行うか，すなわ

ち，農業経営者の主体的な取り組みと良好な農地

基盤の双方が互いに補完性を発揮させることが冷

害克服にとって重要であることはいうまでもない．�

�

５.　結　　　論�

　本論文では，北海道の水田の土地資本額を推計

すること，および土地資本が稲作単収におよぼす

影響を明らかにすることを課題とした．�

  1990年度の事業再建設価格で評価した北海道の

水田の土地資本総額は，2001年には７兆370億円

で1963年の1.5倍に増加した．この間，水田面積

は約14％減少したが，単位面積当たりの土地資本

額が1.8倍に増加したことが水田の総土地資本額

を高めていた．1963年から2001年までに，水田の

土地資本総額は2兆4,840億円増加している．1963

年に創設された圃場整備事業は，当初，空知，上

川，石狩支庁で先駆的に展開された．機械化作業

効率の向上が確認されるとともに，留萌支庁など

後発水田地帯にも隈無く事業が展開され，農地資

本の地域間の不平等は縮小したようにも見える．

ただし，この点に関しては，機械化技術に対応し

た大区画圃場などより高度な整備水準に関するデ

ータを用いて検証する必要があろう．�

　土地資本額と稲作単収との関係を分析した結果，

土地資本額が高いほど，冷害年における単収の落

ち込みが小さくなること，すなわちＺ効果を見い

だすことができた．�

　現在でも，国営事業によって圃場整備が進めら

れている．これは，農業労働力の減少に対応した

労働節約技術の推進に大きな効果を発揮するから

に他ならない．今後は，こうした労働節約的技術

の推進に農地資本が果たした役割についてもより

詳細な分析が必要となる．稲作の生物化学的技術

のみならず，機械化技術と圃場整備との関係も分

析してゆきたい．�

�

註�

（註１）『農業生産指数』（農林水産省）参照．�

（註２）『作物統計』（農林水産省）参照．�

（註３） Ｚ効果については，以下の３節参照．�

（註４） Ｚ効果については神谷他[3，pp. 30－93]参照．

また，北海道の一部の市町村について分析された

北海道開発局[9]参照．�

（註５） 地耐力とは，農地がトラクターの重みや走

行時の摩擦に耐える支持力をいう．水田に必要な

地耐力は，農業機械の種類，車輪の種類，代掻き

・収穫などの農作業の種類によって異なる．地耐

力の限界が問題となるのは地下水位の高い水田，

および排水の悪い水田であり，客土，暗渠排水等

で改善する．詳細は高井他[6]および農林水産省

[7]参照．�

（註６） 歪度が正であれば分布は右に歪んでいる．

０であれば左右対称，負であれば分布は左に歪ん

でいると解釈できる．�

（註７） 国営農地再編整備事業中樹林地区（771ha），

由仁地区（1,038ha），妹背牛地区（1,002ha），富

良野盆地地区（2,217ha），上士別地区（825ha）．�

�
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